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操業度水準の周辺
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「生産の時代」から「販売の時代」への移行
個別企業の対応
むすび
　　1　はじめに
　本稿は，各種の管理会計技法の中で特に管理会計の二大基軸とされる標準
原価と予算統制（とりわけ，製造間接費予算）との製造間接費の計算・管理
をめぐる交錯関係を，その主要な舞台である米国の1920年代初頭から30年前
後の事情を考察することにより両者の制度的定着過程における問題点を摘出
するものである。
　先に筆者は，両者の交錯関係の基底には操業度問題が定在し，①製品原価
への製造聞接費の配賦過不足に関する処理，②販売予算と製造予算との整合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）性の確保がこの時代の特徴であったことを明らかにした。すなわち，製造間
接費管理がたんに生産能力の問題として考えられるより，むしろ販売能力と
（1＞拙稿「操業度水準における若干の考察」～1920年代NACAの議論を中心として～『経
　営研究』第35巻，第5号ならびに「管理会計の生成発展」～アメリカ（U）～辻厚生編
　著『管理会計の基礎理論』中央経済社，昭和60年，所収，を参照されたい。
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の調整を如何にしておこなうかが解決すべき問題として提出されるのである。
　　　　　　　　　　（2）換言すれば，正常能力をどのような水準として設定するかが分析の郵亭とな
ってくることを明らかにした。
　今一つの問題は，不働費（idle　cost）への注目である。不働費は，実際操業度
の基準（正常）操業度からの乖離と製造間接費の見積りの差異を理由として発生
する。このような不働費の計算・分析は正常操業度において，販売高の増大
に結びつけておこなわれ，ここに標準原価における製造間接費の標準化が予
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）算統制と密接に結びつく契機がみられるのである。
　前述したように両者の交錯関係を特に製造間接費管理に関連づけながら，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛4）
後者による事実上の前者の重合化・代位化を当時における個別企業が抱えて
いた問題を手懸りとしながら次章以下で考察していく。
II　「生産の時代」から「販売の時代」への移行
　D．M．ロジャースは，第一次大戦前後の製造過程の管理問題について大要，
次のように指摘している。「第一次大戦を境にして，戦前・戦中期において
は産業の大問題は可能な限り迅速に製品を生産し販売出来るようにすることで
あった。工場設備には詳細な調査を実施し，次に生産の詳細な計画と日程表
の作成が工場全体にわたって追求された。さらに，このような生産・日程計
画を基礎とする精密な購買管理が実施され，在庫記録には標準・最低・最大数
（2）この正常能力を含む各種の操業度水準についての考察は，たとえば小林健吾『原価
　計算発達史』中央経済社，昭和56年，49～158頁を参照されたい。
（3）ストックとコフィは，販売部門と原価計算との関係において，販売数量と操業度
　（生産数量）が正常配賦率を通じて密接な関係があることを指摘している。Cf．　Stock，
　A．　F．　and　J．　M．　Coffey　“Overhead　During　Low　Volume　Production”，　NACA　Bul－
　letin，　Vol．　6，　1926，　p．　6．
（4）　Cf．　N．1．　C．　B．　Budgetary　Controt　in　Manufac　turing　lndustry，　New　York，
　1931
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量が使用され，その結果常に適正数量の発注と在庫管理が可能になった。」
しかしながら戦後期における事情の変化について，「戦後の不況による配給
業者の発注抑制により，損失を出来る限り押さえるためには更に原価の統制
を考えなければならない。工場の浪費，製品ならびに使用機械の標準化・規
格化とその連続性，稼動設備の諸問題，さらに操業原価の諸項目に費用標準
（傍点一筆者）を設定する可能性の問題がこの時期において多大の注意をひき
　　　　　　　（5）始めたのである。」
　またこの時期における製造業者の販売問題への関心を示すものとして，
P．W．アイビィは「もはや生産能力の限界的操業による原価低減は望むべく
もなく，製造業者自らが販売市場を開拓しなければならない時代に突入し
（6）
た。」と指摘している。
　不況期における製造間接費の回収問題（とりわけ，固定費回収問題）は，
1920年代に至るまでも，A．H．チャーチの補充率，　H．ヘスの利益計画論ある
いは後年のJ．H．ウイリアムズの変動予算論，　C．E．ネッペルの損益分岐点
分析ならびにJ．N．ハリスの直接原価計算，等の展開を生み出してきたとい
える。当面の課題による限定を付しても，辻教授が能率管理の対象に関し
て「能率の尺度は個々の作業について設定される課業の規定する最小時間
での最大生産量に依拠しており，ひいては完全操業ないし最大操業度が能率
の極致であることが前提とされていたにも拘らず，もはや最大操業は理想に
すぎず，……生産活動に限定することなく，財務，販売，購買活動を含めた
総合的視点の必要性……財務的表現に基づいた企業の総合的管理が要求され
（5）　Rogers，　D．　M．，　“Development　of　the　Modern　Business　Budget”，　The　Journal
　of　Accountαncy，　Vol，53，　No．3，Mar，1932，　pp．187－188．なお，予算統制の史
　的展開過程について特にその制度的定着に至る間の経緯については，辻厚生『管理会
　計発達史論』有斐閣，昭和46年，215～232ページを参照されたい。
（6）　lvey，　P．　W．，　“The　Manufacturing　Marketing　Problem”，　Administration，　Vol・
　1．　No．　3，　Mar．　1921，　p．　343．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7＞ることから，期間損益の計画ないし標準化をまたねばならなかった。」と分
析されているように，製造間接費の標準化過程における内実は過剰生産能力
の経済構造への組み込みが完了したことの会計的表現であるということがで
きる。
1．1920年代の操業度問題
　当時期における「生産能力」についてJ．シュタインドルは，「活況期にお
いてすら過剰能力の存在が一般的であるということは，実証されるところで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）あって，それは，寡占産業の拡大と矛盾するものではない。」と述べ，表1
に示すように「1929年以前の各年における生産能力の利用度（degree　of
capacity　utilization）を追ってみると興味ぶかい。この拡張期間中1929年に
至るまで生産能力の利用度が減少しつつあったことをみいだす。つまり，生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）産能力が需要を追いこして増加したということになる。」と分析している。
また，利用される統計数値に関して，一産業の「生産能力」を生産活動に必
要な種々の休止時間ならびに季節的変動を考慮に入れた「実際に到達可能な
能力」（practically　attainable　capacity）であるとし，通常の技術的な推
計に示される「見積り生産能力」（rated　capacity）よりも低くなっている
とするのである。ここでは，これ以上経済学的な生産能力分析に立ち入らな
いが表1における数値は我々が問題とする時期における実際操業度は理論的
生国能力に対してかなり低下しているとみることができよう。
　このような経済事情のもとにおける個別企業の管理活動は先に引用したロ
（7）辻厚生『同上書』219ページ
（8）　Steindl，　J．，　Maturitpt　and　Stagnation　in　American　Capitalism，　Oxford　Uni－
　versity　lnstitute　of　Statistics　Monograph　No．　4，　1952．：reprinted　ed．，　Monthly
　Review　Press，　New　York，1976，　p．6．宮崎義一他訳『アメリカ資本主義の成熟と
　停滞』昭和37年，7ページ。
（9）Ibid．，　p．6．『同訳書』8ページ。なおp．9以下では過剰生産能力（excess　capacity）
　について詳細な論及がなされている。
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表1 〈出所J．Steindl，　ibid．，P．5－6＞
? ? ? ?
動　車 ? イ　ヤ
?
産　出　高 理論的生産能力ﾉたいする利用
実際の生産能力
ﾉたいする利用 産　出
? 実際の生産能力
ﾉたいする利用（1000台） ? （％） ? （％） （100万本） 度 （％）
1919 1，934 88 一 32．8 一
1920
???
86 一 32．4 　　　一V
1921 1，682 63 一 27．3 60
1922 2，646 84 一 40．8 88
1923 4，180 94 108 45．4 74
1924 3，738 74 85 50．8 82
1925
??，
82 101 58．7 91
1926
??，
68 81 60．0 88
1927 3，580 46 68 63．7 85
1928
??，
55 80 75．4 87
1929
??，
66 85 69．8 76
電 線
圧延工場の電線部門 圧延工場以外の電線業 全電線閏?
理論的な
ｶ産能力
@　（100万トン）
産出高 利用度
@（％）
理論的な
ｶ産能力
@　（100万トン）
産出高 利用度
@（％）
理論的能力
ﾉたいする
?p度（％）
1923 3．5 2．4 69 1．5 1．1 72 70
1925 3．7 2．4 65 1．4 0．9 63 64
1927 3．7 2．3 62 1．5 1．0 68 64
1929 4．1 2．7 65 1．8 1．0 57 63
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?
聞　用 紙 （合衆国， カナダの合計） セ ? ?
?
?
能力
実際の生産 産 出　高
?
用　度 実際に致達ﾂ能な生産
?
出　高
? ? ?
（1000トン）
（％） 能力 （100万バレル） （％）
1919 2，178 2，178 100 120．8 80．8 67
1920 2，412 2，388 99 124．4 100．0 80
1921 2，675 2，033 76 122．7 98．8 81
1922 2，780 2，530 91 124．3 1ユ4．8 92
1923 2，836 2，751 97 137．6 137．5 100
1924 3，161 2，845 90 148．8 149．4 100
1925 3，317 3，052 92 164．5 161．7 98
1926 3，756 3，568 95 183．0 164．5 90
1927 　　　7S，252 3，572 84 193．0 173．2 90
1928 4，633 3，799 82 207．1 176．3 85
ユ929 4，906 4，121 84 220．1 170．6 78
1930 5，251 3，781 72 229．5 161．2 70
鉄鋼業（鋼塊）における生産能力の利用状況
??【 騨り能産出高刀1・（100万グロストン〉
利用度@　（％）
1920 55．6 42．1 76
1921 57．4 19．8 35
1922 58．4 35．6 61
1923 58．6 44．9 77
1924 59．4 37．9 64
1925 61．1 45．4 74
1926 57．8 48．3 84
1927 60．0 44．9 75
1928 61．5 51．5 84
1929 63．8 56．4 89
1930 65．2 40．7 62
1931 69．0 25．9 38
1932 70．3 13．7 20
1933 70．2 23．2 33
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ジャースの指摘をまつまでもなく，恒常的な過剰生産能力の解消過程は製造
部門の合理化すなわち徹底的な原価低減手段を施すことより，むしろ販売計
画との整合性の中で最適操業度を確保するという：方途を見出すことになるの
である。付言するならば，不況期における販売市場の相対的狭隆化はこの状
況をより先鋭化させるとともに経営全般にかかわる管理活動として，必要利益
を創出すべく収益計画と費用計画の設定を要求するに至るのである。
　しかし，過剰生産能力がこのような個別企業段階における管理活動を定着
させるには，より立ち入った考察，すなわち，第一次大戦後から大恐慌に至
る景気変動の特質を摘出しておかねばならないだろう。1920年代における好
表2　〈出所吉富勝「前掲書」70ページ。一部修正〉
1920年
21　不況
22
23　好況
24　不況
25
26　好況
27　不況
28
29　好況
30　不況
不況の発生三才は表2で示すとうりである。このように好不況の発生間隔は
非常に短く（平均1年半）である。次にこの不況期における卸販売価格，生
産高，その他の下落度をみると表3のようになる。吉富勝氏はこの間の景気変
動の状態について「1920－1921年に至る工業生産の下落は33％になり，生産
下落の激しさは，月あたりでみると，1929－33年の大恐慌やまたこの点（月
あたりの下落率）ではこの大恐慌よりはげしい1937－8年の恐慌期よりいち
じるしかった。」と述べ，「……粗付加価値にたいする会社利潤の割合もわず
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表3（ピークから谷間での卸売価格，生産，その他の下落度　単位％）
　1920－1921
全体　月あたり
　1928－1933
全体　月あたり
　1937－1938
全体　月あたり
卸売価格：
　全商品　44．1　　3．4
　完成品　41．4　　2．1
　原料51．1　4．6
工業生産：
　全体32．9　2．4
　耐久財　54．5　　5．0
非耐久財　36．2　　3，3
38．0
31．3
51．2
53．5
77．3
33．7
O．88
0．73
1．22
1．53
1．76
0．91
14．9　O．53
11．2　O．49
26，2　O．87
33．1　2．8
51．1　5．1
23．7　3．0
〈出所吉富勝「前掲書」71ページ〉
か2．5％に激減して，戦争ブームの最高である1917年の29％はいうにお』よば
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10＞ず，1920年の14％と比較しても最悪の状態になったのである。」と分析され
ている。
　ここで注意をしておかなければならないことは，当時期における景気変動の
振幅が非常に短期間かつ大きいことであろう。このような事実は製造間接費，
とりわけ固定費の回収問題にあたって，操業度水準の維持が従前の取り扱い
方とは異なった思考を要求するようになることについて，一つの手懸りを提
供することになろう。換言すれば，過剰生産能力の内在化よりきたる不働費
問題への認識の低下であり，次節で議論する操業度水準にお』ける「正常性」
概念がチャーチ以来の理論的操業度から実際期待操業度へ転換を促迫させた
主要な原因であるということができる。
（10）吉富勝『アメリカの大恐慌』日本評論社，1965年，70～71ページ。なお，表2・3
　は同所より転載。
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2．製造間接費予算と実際期待操業度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）　製造間接費の配賦過不足の処理に関する議論は先に検討したので改めてお
こなわないがそこでの中心的問題は，①正常能力をどのような水準で設定す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）るか②期間損益計算にかかわる製造間接費の配賦過不足をどのように処理す
るかであった。
　ここで正常能力とはどのような水準であるか，C．C．ジェイムズの説明に
よってみることにする。
図1において，（1）Bで示される能力水準はフル操業時における場合でどのよう
な種類の休止時間も考慮にいれない到達不可能な水準である。（2）A－Cで示さ
図l　B 各種能力水準の関係　　〈出所C．C．James，　ibid．，p・354＞
t C 操業の中断C
最大能力
（理論的）
t
能可???
　↑
不働能力
　　ぜ　↓D
? ?
　　　　t
正常販売見積高に基づく能力
　　　　・
A A A
（11）前掲拙稿129・一一・34ページ。を参照されたい。
（12）クラークは次のように指摘している。『原価会計士が実際配賦率の代わりに標準あ
　るいは正常配賦率を使用する場合，常に原価勘定と財務勘定との結合はより名目的な
　ものとなる。経営活動における実際の損益的費用と原価計算における種々の生産物の
　費用とは異なり，配賦差額をめぐる議論は，このような本質的に異種のものを結合し
　ようとすることから発生するのである。」Clark，　J．M．　Studies　in　the　Economics
　o／Overheαd　Costs，　The　University　of　Chicago　Press，1923，　p．243．
一67一
264
　　　　　　　　　　　　（13）
れる能力水準は操業の中断を（1）での水準から控除した場合で実際の需要に関係
なく実現可能な水準である。（3）D－Cで示される水準は有効需要の不足のため
使用されない設備能力である。（4）A－Dで示される水準はある一期間の平均的
販売数量に合致するように設定される場合である。この能力水準は実際可能能
力から不二能力部分を差し引いたものである。本稿の主たる考察対象はこの
（4）の能力水準であることは言うまでもない。
　製造間接費の予定配賦計算からする製造間接費の標準化過程は先に述べたよ
うに，1920年代は正常性をめぐる議論のなかで実際値により近似する平均値を
とることにより製品製造原価計算として期間損益計算機構の中に組み入れら
れ，1930年代に至っては勘定的な処理が整備されていくのである。一方，慢
性的な過剰生産能力が定在する中で製造間接費の管理は，直接費の標準化に
よる管理の製造過程の内部的可能性に比して操業度政策という異質の分析を
要求するものとなる。たとえば標準額と実際額による差異分析においても製
造過程における非能率と販売政策による非能率の両者を操業度差異の中に含
むことになるのである。1900年代にみられた理想水準における操業度が確固
とした非能率析出の基盤を提供していたにもかかわらずその現実性を失い，
1920年代に至り不働能力の存在を所与とした売上高予測に関連させた実際期
（13）James，　C．　C．“Measuring　Plant　Capacitゾ㍉1VACA　Bulletin，　Vol．16，　No．7，
　1936，　p．　354．
（14）この中断時間には次のようなものを含めている。修理，段取り，休憩，作業準備，
　機械の故障，原材料の遅延ならびに作業者の欠勤等である。また，中断時間によって
　喪失される能力は最大操業能力の15％一25％であり，したがって生産能力という観点
　からみると実際可能（最大）水準は理論的能力の75％から85％になる。Ib　id．，　pp．　355－
　56．このような点からみると，販売予測に基づく能力水準は不働能力がそれぞれの状
　況においてどれだけ存在するかによるが，相当な低操業度によって表現される場合も
　ありうるのである。また，製造間接費と正常能力に関する概説は次のものを参照され
　たい。Lang，　T．　ed．，　Cost　Accountαnts’Hαndbook，　Ronald　Press，　New　York，
　1954，　pp．　1067－1121．，　NAA．　“Accounting　for　Costs　of　Capacity”，　Research
　Report　39，　pp．　50－3．
一68一
操業度水準の周辺　265
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）待操業度が配賦率算定の基準として議論されることとなるのである。このよ
うな論点の推移を明確に浮き彫りにするのが製造間接費の固定費・変動費への
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛16）
分解をともなう変動予算的管理である。R．　P．マーブルは「30年代の半ば迄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1のは大部分の企業予算は固定予算形式であった。」しかし，「私の見解では，第
二次大戦前10年間に工業会計においてもっとも大きな一つの前進は弾力性予
算原理の発展であり，さらに適切な表現をするとその普及であった。固定費
と変動費の差異についての認識により，弾力性予算すなわち変動予算は異な
る間接費許容額が異なる操業度に対して必要であると認識する管理用具であ
（18）
る。」と述べ，一般的には，変動予算の実践的普及は1930年代にはいってか
らであるとしている。
　しかしながら，NACAの研究報告書『現在如何に標準原価が使用されてい
（15）この点について，小林健吾教授は「不働能力対論の実質的な後退があとづけうる
　1920年代から30年代における方が，より大きな過剰能力と繰り返される不況によって
　はるかに深刻な問題を機械設備の原価は提供しているのである。Jとされ，「不動能力
　費の問題が実は生産量：によっても変化しない固定費の問題であることが暗示されてい
　る。……こうした固定費への注目は，機械設備の原価の問題を……営業量の増加に伴
　って単位あたりでは減少するという……営業量と原価との関連を重視する必要を認識
　するに止まらず，この分析を利益にまで及ぼすべきことを知覚するようになるのであ
　る。」と指摘されている。小林健吾『前掲書』148～9ページ。
（16）変動予算についてはハリスンが1918－1919年の連続論文で既に触れており，1921・
　1922年にはウイリアムズが損益分岐点等とともに論じている。その後，NACA（全米
　原価会計士協会）が発行する各種報告書でその利用が議論されている。Cf．　Harrison，
　G．C，　“CostAccounting　to　Aid　Production”，　lndustrial　Management，　Oct．　1918
　－June　1919．，　Williams，　J．　H．，　“The　Attitude　of　the　Engineers　to　Cost　Account－
　ing’”，ハJA　CA　yeαr　Book，1921，　p．113．　Williams，　J．　H．”ATechniques　for　the
　Chief　Ececutive”，　Bulletin　of　the　Taorlor　Society，　Vo］．　7，　No．2　Apr．　1922，　pp．
　57－60．肱黒和俊『変動予算論一改定新版』森山書店，昭和55年，1～45・239・一一　245
　ページ。岡本清『米国標準原価計算発達史』白桃書房，昭和44年，91ページ。小林健
　吾『前掲書』195－200ページ。ここでは特に損益分岐点に関してウイリアムズの所論
　が検：討されている。
（17）　Marple，　R．　P．　“Combining　the　Forcast　and　Flexible　Budgets”，　Accounting
　Review，　VoL　21，　No．　2，　Apr．　1946，　p．　140．
（18）　lbid．，　p．140．
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るか』は，製造間接費予算について固定予算と変動予算の実施に関する調査
事例に触れ，「多くの企業は原価管理目的に対する固定予算の効果を弱め
るような操業の変動を避けるために，前もって十分長い期間に対応する生
産計画を設定している。この理由はある意味では実際可能能力（practical
capacity）で安定的な生産を可能にする現在の市場状況（傍点一筆者）の反映
　　｛19）
である。」と論じている。このように製造間接費管理における予算形式の展
開は先に指摘したように製造過程内部による管理というよりも市場動向を背
景とした販売政策により，その解決を求めることができるといえるのである。
本稿の考察対象期間である1920年代は予算統制の制度的確立過程でもあり，
P．マシュスンの所説に触れながら辻教授が「予算編成に先行する利益計画
を重視し，計画利益を計画利益（売上高）から先取した後，残額の許容費用
の枠内に期間総費用・原価を配分・割り当てる方式を説く点……『所要純利
益』（net　profit　required）→『所要売上高』（required　sales）→『許容原価・
費用』（allowable　costs　and　expense）のシェーマはこの時期においてもは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）や抜き難い実践として定着していたことを知るのである。」と指摘されるよ
うに，製造間接費標準は許容費用・原価として計画売上高との関係において
調整的設定を余儀なくされるのである。このような点からみる限り，その基
底である操業度水準の決定はその重点を生産能率の自律的確保というよりも，
むしろ経営効率による他律的な設定に移行せざるをえなくなるのである。
皿　個別企業の対応
前章までで述べてきたように，経済事情の変化を背景として個別企業が対
（19）　NACA，　“How　Standard　Costs　Are　Being　Used　Curretly’；　Reseach　Report　11
　－15，　！946．　p．　45，
（20）辻厚生「P．Mathewsonの予算統制論とその歴史的意義」『会計』，第111巻，6号，
　昭和52年，70ページ。なお，同『前掲書』194～251ページ。を参照されたい。
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処を必要とする問題はその管理対象を大きく転換させて，経営活動全体にそ
の対象領域の拡充を要求したのである。本章では標準原価計算における製造
間接費の標準化が予算統制の制度的定着過程にあって，どのような変容を遂
げたのか操業度水準の合理的設定に関してその交錯関係の一端を明確にして
いきたい。
　E．A．グリーンは標準原価を「各作業あるいは製品1単位の予定原価は，
直接労務費，直接材料費と製品1単位を製造するための正常能力水準におけ
る効率的な状況のもとで正常的に要求される製造聞接費の合計額を示すもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じである。換言すれば，それは良好に操業を行なっている工場が合理的に達成
　　　　　　　　　　　　　（21）すべき原価あるいは標準である。」と規定している。このような標準原価観
からすると「良好な操業」とはどのような水準を措定しているのかが問題とな
る。繰返し述べてきたように，期間損益計算機構に結節する制度としての標準
原価計算は間接費配賦差額の勘定的処理に関して，すなわち製品原価計算に
おける不働費の算入を問題とする点から各種の標準概念を提出してきたの
である。このことは，たとえばN．H．ホールが「標準間接費率（standard
overhead　rate）の理論は正確にいうと，ある工場が正常操業度で稼動され
ていない場合発生した原価は削減された製品に配賦されることはできない。
これは原価によって販売価格が設定され，そして企業外の要因や競争によっ
　　　　　　　　　　　　　　　　（2Mて規制されていない場合に明確となる。」そして「受注不足の場合に操業を
継続するためには工場は正常操業費用を発生する正常水準での生産活動を維
持できなくなり，これを避けるために最良の状況ではなく，平均的な状況を
（21）　Green，　E．　A．　“Practical　Standards　Their　Development　and　Use”，　NACA　Bul－
　letin，　Vol．　16，　Feb．　1935，　pp．　641－42．
（22）　N．H．　Hall　“Cost　for　Executives’1　V－Standard　Costs　What　and　Why？，　ln－
　dustrial　Management，　Vol．　69，　No．　1，　Jan．　1925，　p．　24．
（22）　lbid．，　p，　24．
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　　　　　　　　　　　　　（23）標準として設定するのである。」と指摘しているように，損益計算から要求
される標準間接費配賦額の基準である操業度は実際配賦額に近似する観点か
らもたらされるといえるのである。
　このような点からみると，製造間接費管理における基準操業度の選択問題
は実際可能操業度水準をめぐる議論に集約されてしまい不働費の測定・排除
という認識からの操業度問題は過剰生産能力を所与として考えることで解決
されるにいたるのである。本章では，標準製造間i接費と間接費予算の結合を
　　　　　　　　　　　　（24論じたR．N．ウォリスの所説を検討することにより，実際期待営業量（販売
量）に関して製造間接費予算と正常製造間接費（normal　or　standard）と
の関連を明らかにしてみたいと考える。
　ウォリスは，予算を「予算期間におこなわれる実際期待営業量に基づく実
　　　　　　　（25）際期待費用の予測」とし，標準間接費を「3年から5年の平均による正常営
　　　　　　　　　（26）業量に基づく標準費用」であるとするのである。さらに製造間接費は，固定
費（constant），準変動費（semi－variabIe）と変動費（variable）に分けら
れ図2のように原価諸勘定に記録され，変動予算的な間接費管理を実施する
のである。そして，製造部門，サービス部門の両者の差異額は「部門能率と
して工場の職長が管理責任を持つ管理可能な差異額（実際一予算）」，予算差
異勘定における差異額は「管理責任として経営老が責任を負う差異額（実際
期待営業量に基づく予算一正常（標準）原価）」ならびに製造間接費差異勘
定における差異額は「操業度差異として販売部門が責任を負う差異額」とし
て分類される。
（23）　lbid．，　p．　24．
（24）　Wallis，　R．　N．　“A　Factory　Expense　Budget　That　Works－System　That　Con－
　trols　Operatins　and　Saves　Money　at　Little　Cost　for　Extra　Clerjca］　LaborN’；
　Manufacturing　lndustries，　Vol．　15，　No．　2，　Feb．　1928．
（25）　lbid．，　p．　121．
（26）　lbid．，　p．　121．
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図2〈出所Wallis，　R．　N．　ibid．，　p．122．〉
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表4　〈出所R．　N．Wallis，ibid．，　p．123．〉
人事……・・
工場管理……・・
修　　理…・・…
言果　　　　　　税一・一一，…
賃率設定・・……
会計・・……
　　　　　　　　正常
　　　　　（製造間接配賦率）
・一・一・・…一・一・・@＄　32，000
一・・一・一・一・一・・@46，000
一・一・一・……・@57，000
一・・・・…@一・一…　　48，000
・・・・・・… @一・一・・　17，000
一・一・一・一・一・・@40，000
＄　240，00000
　予算
＄　30，000
　45，000
　66，000
　48，000
　18，000
　42，000
＄　249，000
表5〈出所R．N．　Wallis，ibid．，　P．123．〉
　　　　　　Dr．
部門1間接費異勘定
　ii　2　tx
　／1　3　t，
　t．　4　，1
　．1　5　t．
　11　6　11
損益（正常と予算の差額）
＄3，000
　2，500
　5，000
　6，000
　1，500
　2，000
　　750
＄　20，750
Cr．
人事＄2，500
工場管理　　　　3，750
修理　5，500
二二　　　　税　　　　　　4，000
賃率設定　　　　1，500
会計　3，500
＄　20，750
　次に，表4・表5においてサービス部門における正常原価と予算原価の比
較，それに基づく製造間接費の配賦率の決定がなされている。
　同様にして製造部門についても計算できると述べている。このような所論
から製造間接費の管理は実際期待水準に近い操業度によって行なわれること
になり，また原価諸勘定が損益計算に組み入れられていることが看取できる
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　　　　　　　　　　　　　　　　（27）であろう。同年には，H．W．メイナードが製造間接費における固定費と変動
費の分解をともなう変動予算を議論しており，そこでは「変動予算は，標準
原価計算制度の一部である。出発点として，当初の正常予算について標準原
価が設定され，『現状』に応じた予算における各種の変更が，新しい標準原
　　　　　　　　（28）価を与えるのである。」とし，製造間接費標準の設定から始まる間接費の管
理問題が固定費・変動費の分解を基礎とした各種の操業度水準に応じた変動
予算によって解決されることになるのである。本稿の分析視角からすれば，
実際期待営業量の周辺において基準操業度が確定されるということである。
　今一つ明確にしておかねばならないのは生産能力（plant　capacity）に対
する認識であろう。E．　S．プローズによると生産能力に関して，「その正確
な操業能力ならびに平均的な操業度を認識している経営者は非常に少ないこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）とが多くの調査から知ることができる。」とし，「もし操業能力を計算するこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）とができたら恐らく現在ではその約40％しか利用していないであろう。」と
述べている。そして操業能力を規定する各種の要素（工場配置，機械設備の
種類，作業時間等）を挙げ，これは大部分固定的な費用となりその回収は営
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）業量（売上高）がそれを超える点において可能となる，と指摘している。そ
して「操業能力の不働部分は現在生産を行なっている製品には負担させず期
　　　　　　　　　　　　　　　（32）間損益において処理すべきである。」としている。以上のような議論からす
（27）　Cf，　Maynard，　H．　W．　“What　the　Standard　Costs　and　the　Manufacturing　De－
　partment”　NACA　Year　Book，　！928，　pp．　300－5．
（28）　lbid．，　p．　303．
（29）　La　Rose，　E．　S．　“Key　to　lnternal　Control　of　Costs”，　NACA　Butletin，　Oct．
　1928．　p．　176．
（30）　lbid．，　p．　176．
（31）Ibid．，　p．177．なお，これは損益分岐点分析について説明しているのであるが，こ
　の展開は稿を改めて論じたいと考える。さしあたり，歴史的系譜については，小林健
　吾『前掲書』159ページ以下，ならびに末政芳信『利益図表の展開』国元書房，昭和
　54年，85ページ以下を参照されたい。
（32）　lbid．，　p．　180，
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ると製造間接費とりわけ固定費は販売数量の増大によって補償され，標準間
接費配賦率に関連する正常配賦率の設定は「同種企業との競争に見合うかあ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）るいは年間を通じて得られる配賦率で十分である。」と結論されるのである。
　本章では，前述したように製造間接費の標準化が，過剰生産能力を背景と
した実際期待営業水準（販売量）との調整を基準操業度水準（生産量）が要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）求される過程で，管理的側面において，『操業度政策』という手段で行なわ
れるということを明らかにした。すなわち，製造間接費の標準化をめぐる論
点は，正常性概念を外皮としてその内実は不足操業から発生する未配賦間接
費，ならびに固定費を計画収益から如何に補填するかという会計的方法に集
約されるのである。
　ここで，A．ブラッドリィが1927年に発表した「G．　Mの財務管理方針と
肺計算に対する関謂という謙を手懸りに蝶実践においてみられる操
業度に対する思考を検討しておきたい。まず標準操業度（standard　volume）
の決定にあたっては，操業率（rate　Qf　plant　operation）1こ関してその見積正
常水準を決定する。次に操業率に影響を与える要因として「景気動向，季節
（33）　lbid．，　p．　180．
（34）ここでいう『操業度政策』とは「操業度を操作し，原価の引き下げと最有利な収益
　を得る為の最適操業度を決定すること」を基本的に認めるのであるが，販売総数量と
　価格の点から操業度を予定し，それに見合うような許容原価を設定する，という内容
　をもつ。
（35）　Bradley，　A．　“Finacial　Control　Policies　of　General　Motors　Corporation　and
　Their　Relationship　to　Cost　Accounting”　NACA　Bulletin，　Vol．　8，　No．　9．　Jan．
　1927．なお，ブラッドリィは1926年にも同様の内容をAMA（アメリカ経営者協会）
　で講演しているが，詳細さの点で前者を取り上げた。cf．　Bradley，　A．“Setting　Up
　AForcasting　Program”，　AMA　Annual　Conventien　Series：No，41，1926．　なら
　びにG．M．における製造間接費の管理については1924年に連続論文が発表されてお
　り，実施内容についてはこの当時，既に確立されていたようである。cf．　Fordham，
　T．　B．　and　E．　H．　Tingley，　“Operating　Factory　by　Budget”NControl　Through　Or－
　ganization　and　BudgetsNArticle　Four，　Management　and　Administration，　Vol－
　7．　No．　3．　March　1924．
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変動，完製品ならびに半製品の在庫状況，緊急時における余剰生産能力の維
　　　　　（36）
持の必用度等」を指摘している。このような要因を考慮すると共に，標準操
業度を予定正常操業率（normal　rate　of　plant。peration）と実際年間生産
能力（practical　annual　capacity）を比較することによって得られる比率
で決定する。「標準間接費配賦率はこの標準操業度において発生する間接費
の適切な配賦を示すものとなり，低操業度あるいは高操業度時における配賦
　　　　　　　　　　　　　　　　　（3丁不足・配賦超過額は損益に直課される。」このようにすることによって，営
業量が変動する場合の固定費の配賦から生ずる原価あるいは棚卸原価を歪め
ることが避けられるのである。
　また，製造間接費に関して固定費と変動費の分離を行なっており，変動費
に関しては，準変動費の区分も行ない，今日いわれる勘定科目実査法を実施
していることが確認される。このような固定費・変動費の分解を行ない表6
に示される変動予算を作成し，差異額の管理可能・不能による区分，操業度
差異による区分を同時に実施しているのである。このような製造間接費管理
の基礎には販売量：の予測から得られる当期製造数量の合理的な予定がなされ
るからである。
　注目すべき論点としてはこのような議論のほかに，製造間接費をコスト・
センター別に集計し，分権化による部門管理をさらに徹底していること，な
らびに財務管理の集約である資本利益率による経営全領域の包括があげられ
るが範囲を超えるので次のことを指摘するにとどめたい。すなわち，製造間
（36）　Bradley，　ibid，，　p．　419．
（37）　工bid．，　p．420．
（38）G．　M．の経営管理ならびに管理会計手法の考察は例えば，田中隆雄「管理会計発達
　史」森山書店，昭和57年，高寺貞男・醍醐聡『大企業会計史の研究』同文館，昭和54年を参
　照されたい。Cf．　Chandler，　Jr．，　A．　D．　The　Visible　Hαnd，　H．U．　P．1977．　P．455－476・
　鳥羽欽一郎・小林袈裟治訳『経営者の時代』下，東洋経済社，昭和54年，720頁以下・
（39）　lbid．，　p．　414．
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表6　〈出所A，Bradley．　，”Financial　Policies　of　General　Motors　Corporation　and
　　　　　Their　Re］ationship　to　Cost　Accounting”，　p．　417＞
標　準
操業度
??? ???
各種の操業度にお
ける労務費
標準操業度に対す
る比率
＄　100，000
　　1000／．
＄　150，000
　　1500／，
＄　50，000
　500／．
製造間接費総額 ＄　200，000 ＄　275，000 ＄　125，000
変動費 ＄　200，000 ＄　300，000 ＄　100，000
管理不能的性格を
有する費用
＄　25，000 ＄　25，000
標準操業度からの
乖離比率 500／． 500／．
管理不能費
　（固定費）
＄　50，000 ＄　50，000
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接費管理に関して，その前提として「消費者の需要と論理的な関連を常に保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39）持する製造計画による効果的な操業管理の維持」が在庫管理ならびに購買管
理と共にその要諦とされていることである。
　以上のような企業実践からみると当時における製造間接費の管理問題の分
析には予算統制の制度的定着という状況のなかにあって，販売計画と生産計
画の関連という視点が不可欠となってくるのである。
lV　む　す　び
　およそ，管理会計の直接的成立基盤は，その時々の個別企業の抱える経営
問題への対応の在り様である。それはまた，個別企業資本が構成する社会総
資本の運動形態をその射程の内に含み，経済的・経営的諸過程を貫徹する支
配的な物的諸条件を析出し，考察対象の分析基盤とすることを要求する。
　本稿では，1920年代における製造間接費の管理問題を，操業度水準という視
角から取り扱ってきたのであるが，それは製造過程に限定されたものではなく
販売過程から予定される操業度水準を受容するという形式の中で論じられる，
換言すれば予算統制制度の一領域として考察される必要があることを重視した
ものである。聞接費の標準配賦率による配賦は実際操業度において発生すべき
間接費額であり，製造間接費の管理という側面からはなんの基準にもなり得
ないことから，固定費・変動費の区分による変動予算が展開されてきたので
ある。そして種々の操業度に対してどれくらいの間接費が許容されるのかが
問題となり，生産量と販売量との関連においてその解決を行なうのである。
また，過剰生産能力の定在化は固定費の回収に際して計画利益＝必要収益一
許容費用という財務管理的思考を要求するものとなるのである。
　S．へ一バーは，テーラー主義の歴史を素描しながら「1920年代には，生
産への関心は新しい販売への関心へと移行していった。ユ920～21年の不況と
ともに，購買者市場や未開拓地域の消滅，成熟経済の到来が話題にのぼるよ
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うになった。」と述べ，「商品を生み出すことと注文を生み出せることのあい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）だには，違いといえるほどのものが本当にあったのか。」とこの時代の方向を
要約している。
（40）　Haber，　S．　Efficiency　and　Uplift，　N　Scientific　Management　in　the　Progressive
　Era　1890－1920N，　U．　C．　P．　1964，　p．164．
（41）　lbid．，　p．　164．
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